
  資金調達計画について 

2014年3月 

 「地方の、地方による、地方のための」 
  



■JFMの歴史 

年 月 出資者 

1957.6 公営企業金融公庫 設立 国 

2008.10 地方公営企業等金融機構 業務開始 全地方公共団体 

2009.6 
 

地方公共団体金融機構に改組 全地方公共団体 

全ての権利・義務を承継 

貸付対象を一般会計事業にも拡大 

○全ての地方公共団体が出資 

→長い歴史を有する公営企業金融公庫の高い信用力及び強固な財務基盤を承継 

○特別の法律に基づく公的機関（地方共同法人） 

→地方公共団体金融機構法に基づき設立 

 
１．ＪＦＭの役割 

地方公共団体金融機構（ＪＦＭ）は、地方金融機構債の発行により資本市場から
資金を調達し、地方公共団体に対し、長期かつ低利の資金を融資する地方共同

の資金調達機関です。 
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国内・海外 

運用益などで 
利下げ 

地方公共団体  

J F M 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

地方公共団体健全化基金    

金利変動準備金 
(一般勘定) 

 1.1 兆円 

0.92 兆円 

資金調達 

（債券発行残高18.7兆円） 

貸 付 け 

（貸付残高22.7兆円） 

※2013年3月末現在 

出資・経営参画 

公営競技納付金 
 

公営競技（競馬、競
輪、オートレース、競
艇）の収益金の一部 
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出資金 
 

166 億円 

債券市場  

 
２．ＪＦＭの基本的な仕組み（１） 

公庫債権金利変動準備金 
(管理勘定) 

 2.77 兆円 

長期・低利 

（注） 

（注）2008年度から10年間で毎年2,200億円ずつ振替え（合計2.2兆円） 



市 場 

J F M 

地方公共団体 

○地方共同の資金調達機関 
○非政府保証の地方金融機   
  構債を発行 

○地方公共団体にのみ融資 
  （これまで貸倒れは１件もない） 
 → 国又は都道府県に同意・許可された 
    地方債のみに対して貸付け 
   （機構法第28条） 
 → 民間金融機関では提供困難な長期・ 
   低利資金を融資。 

○強固な財務基盤 
    → 金利変動準備金等 約3.9兆円 
     地方公共団体健全化基金 約0.9兆円 

○償還確実性の担保 
  → 機構法において、機構解散時に、その財産をもって債務を 
     完済することができないときは、完済するために要する費     

     用の全額を地方公共団体が負担するとされている。 
     （機構法第52条第1項）      

                     

 
○地方公共団体の債務不履行が生じない 
  ような仕組み 
   → 地方財政計画の歳出と歳入を均衡させることにより、 
    マクロベ－スでの財源保障。 
   → 個々の地方公共団体の財源不足額に地方交付税を 
    交付し、 ミクロベ－スでの財源保障。 
   → 「元利償還費」や「決算収支の赤字」が一定水準以上  
    となった場合は、地方債の発行に許可を要することと 
    する早期是正措置。 
   → 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」による、 
    財政の早期健全化・再生。 
 
 

償還 

調達 

融資 

返済 
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３．ＪＦＭの基本的な仕組み（２） 



9.0% 

《地
方
債
計
画
額
（当
初
）》 

《資
金
別
構
成
比
》 
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※2012・2013年度の数値は、通常収支分と東日本大震災に関連する事業分の合計 

(億円) 

 
４．地方債計画とJFM 

32.0% 30.4% 27.6% 26.2% 26.0% 27.7% 27.3% 27.2% 27.7% 26.9% 26.6% 

9.2% 9.9% 10.1% 10.8% 
1.7% 0.0% 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
9.0% 12.9% 13.6% 13.8% 15.5% 15.9% 15.8% 

18.1% 21.2% 25.1% 27.2% 27.2% 
25.9% 27.0% 30.6% 31.6% 32.4% 32.8% 

40.7% 38.5% 37.2% 35.8% 36.1% 33.5% 32.1% 28.5% 25.2% 24.8% 24.8% 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

56,000 47,200 38,500 32,800 32,400 39,340 43,390 37,310 38,870 36,810 34,530 

16,140 
15,330 

14,060 
13,500 

2,100 
11,230 

18,330 
21,590 

18,930 21,740 21,720 20,500 

31,600 
33,000 

35,000 
34,000 34,000 

36,700 
43,000 

42,000 
44,400 44,400 42,600 

71,103 

59,836 
51,906 

44,808 45,046 

47,474 

50,996 

39,100 35,291 33,948 
32,197 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

その他民間等資金 市場公募資金 機構資金 公庫資金 政府資金 

141,844 
158,976 

137,340 
140,301 

125,108 124,776 

174,843 

155,366 
139,466 

136,878 
129,827 



2,312  1,863  1,635  1,563  1,509  1,551  1,383  1,367  1,385  1,401  1,624  

1,401  
1,016  732  623  510  511  500  438  518  417  306  

5,760  

4,971  
4,457  4,374  4,583  4,066  3,722  3,196  3,238  3,342  3,242  

1,100  

2,000  
2,000  2,000  1,992  

671  
592  393  

1,935  
1,468  

1,151  957  1,060  

707  777  
885  1,175  1,105  1,327  
225  60  50  15  1,280  

3,931  

2,705  

2,202  
1,746  1,434  

1,583  

3,614  3,961  
5,032  

5,486  

4,536  

4,488  

7,662  7,378  
7,062  

6,719  

6,950  

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

臨時財政対策債 一般会計債 
旧臨時３事業 特定被災地方公共団体借換債 
被災施設借換債 その他 
公営企業借換債 下水道 
交通 水道 

 
 

※単位未満四捨五入により計が一致しないことがある。 
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(億円) 

 
５．貸付額の推移 

（計画） 

11,088 

12,907 

18,329 18,041 
18,864 

14,023 

16,439 

12,177 
11,263 

19,800 

18,000 

（年度） 

（計画） 



６.  貸付額の状況（団体別・事業別） 
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■団体別貸付状況（2012年度） 

 ■事業別貸付状況（2012年度末残高） 
総額 

１兆８，８６４億円 

都道府県 
５，２１９億円 

市及び特別区 
１兆４９億円 

町村 
１，２７８億円 

政令指定都市 
２，０１０億円 

企業団・組合等 
３０８億円 

５３％ 

１１％ 

２８％ 

７％ 

１％ 

総額 
２２兆６，６８６億円 

水道（3兆8,805億円） 

交通 
（1兆3,179億円） 

下水道 
（8兆5,784億円） 

病院３％（6,653億円） 

公営住宅２％ 
（4,680億円） 

臨時地方道路整備事業 
（2兆9,949億円） 

その他（1兆8,831億円） 

臨時財政対策債 
（2兆6,539億円） 

３８％ 

６％ 

１７％ 

８％ 

１２％ 

１３％ 

工業用水道１％ 
（2,266億円） 



 
 

※ 格付け 
      S&P：AA-、R&I：AA+         
      Moody’s：Aa3 

※ BISリスク･ウェイト 
   10％（円建て以外は20％） 
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※ NOMURA-BPI、DBI及びNIKKO BPIは、 
   機構債券を地方債に分類 

スーパー地方債としての性格を有する地方金融機構債 

多様な年限の債券を計画的に発行 
※ 定例債（５年債、１０年債、２０年債）は四半期毎に起債計画を公表 

多様な資金需要に応じた柔軟な発行 
※ スポット債：定例債以外の年限で主幹事方式による発行 
※ FLIP：年限、発行額、発行日等、柔軟に対応 
※ 国外債：MTNの活用による柔軟な発行 

情報開示の徹底、資本市場の健全な発展への貢献 

 
 ７．地方金融機構債の特色 
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H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 

対一般地方債スプレッド 

対国債スプレッド（カーブ比） 

地方金融機構債（％） 

８. 地方金融機構債（10年債）のスプレッド推移 

  

（注） 地方金融機構債（10年債）は、原則として10年国債入札の1週間後に条件決定を行っている。 
    カーブ比（bp）は機構が独自に算出した理論値。 
          「一般地方債」は、政保債と同日に条件決定をする地方債のリーディング銘柄の発行実績による（同日条件決定した銘柄がない場合は先行銘柄）。 
 

（ｂｐ） （％） 
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6 

月 

7 

月 

8 

月 

9 

月 

10 

月 

11 

月 

12 

月 

1 

月 

2 

月 

H24年度 H25年度 

対一般地方債スプレッド 
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（注） カーブ比（bp）は機構が独自に算出した理論値。 
          「一般地方債」は、政保債と同日に条件決定をする地方債のリーディング銘柄の発行実績による（同日条件決定した銘柄がない場合は先行銘柄）。 
 

（％） 
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９．地方金融機構債（２０・５年債）のスプレッド推移 

（％） （ｂｐ） ２０年債 ５年債 （ｂｐ） 
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1,600 

7,210 
9,000 9,435 9,735 9,455 

7,300 

684 

2,233 3,200  

2,200 

4,000 4,000 3,600 3,700 
1,500 

1,500  300 

345 

4,080 3,350 
3,335 2,550 

1,270 

4,000 

4,000 
3,000 

3,000 

3,000 

3,000 

11,365 

9,540 

7,418 

6,527 
9,436 

8,239 
6,525 

7,129 

10,300 

12,800 

6,300 

1,220 

1,297 

1,200 

1,198 
750 

832 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

政保外債 政保国内債 

地方公務員共済組合連合会の引受けによる債券 長期借入金 

フレックス枠 財投機関債 

地方金融機構債（外債） 地方金融機構債（公募債） 

13,974 
15,553 

20,665 

18,187 

19,449 

14,556 

28,800 

20,357 20,300 

25,268 

(6,800) 

(6,300) 

（年度） 

20,548 

※単位未満四捨五入 
※2008年度は公営企業金融公庫と地方公営企業等金融機構の合算額 
※2013年度は2014年1月末時点における調達見込額を計上 
※フレックス枠については、地方金融機構債（公募債・外債）の増額、スポット債の発行、長期借入等に活用する 

（見込）  
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（億円）  

 
１０．資金調達額の推移 

国庫帰属見合分 

(3,500) 

(6,500) 

（計画）  



３．政府保証債 

１．公募債 

２．地方公務員共済組合連合会の引受けによる債券 

※ 債券の種類、発行額については、貸付状況、市場環境等により弾力的に対応する。 
（注１）  ２０１３年１２月に年間発行予定額を１２，０００億円以内から１３，０００億円以内に見直し。 
（注２） 円換算額（単位未満四捨五入）。 
（注３） フレックス枠については、各種国内債、国外債の増額、スポット債の発行、長期借入等に活用。 
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１１．２０１４年度資金調達計画 

債券の種類  ２０１３年度計画 ２０１３年度実績（２月末） ２０１４年度計画 
１０年債     ４，８００億円     ３，８５０億円 ３，６００億円 
２０年債     １，２００億円     １，１００億円 １，２００億円 
５年債          ５００億円          ４５０億円     ３００億円 

スポット債       ５００億円      １，０５０億円 － 
ＦＬＩＰ     ２，８００億円      ３，１８０億円 ２，２００億円 

国外債     ２，２００億円           ２，２０８億円（注２） ２，２００億円 
フレックス枠 － －     １，５００億円（注３） 

合 計       １２，０００億円（注１）    １１，８３８億円    １１，０００億円 

債券の種類  ２０１３年度計画 ２０１３年度実績（２月末） ２０１４年度計画 

１０年債   ３，０００億円 ２，７５０億円  ３，０００億円 

債券の種類  ２０１３年度計画 ２０１３年度実績（２月末） ２０１４年度計画 

１０年債     ６，８００億円  ６，２５０億円  ４，３００億円 

８年債     ２，０００億円  ２，０００億円 － 

６年債     ２，９００億円  ２，２００億円  ２，０００億円 

４年債     １，１００億円   １，１００億円 － 

合 計   １２，８００億円 １１，５５０億円  ６，３００億円 



※詳細：http://www.jfm.go.jp/ir/bond_nongov_report.html#flip 

    ■ ２０１３年度発行概要 

※ ★がついた社はアレンジャー（プログラムの取りまとめを担当する社）を兼ねる。FD以外の証券会社から発行することもある。 

  ■ 発行実績 

区 分 内 容 

発行計画額  ２，９００億円程度（平成２５年１２月、見直し後） 

債券の年限   ３年～３０年の範囲内（原則、満期一括固定利付債の場合は、５、１０、２０年を除く） 

１回の発行額   ３０億円以上 

債券の種類   一般担保付債券 

FLIPディ－ラ－（FD） 
（五十音順） 

  アール・ビー・エス証券、SMBC日興証券、SMBCフレンド証券、岡三証券、クレディ・スイス証券、ゴールドマン・サックス証券、 
 ＪＰモルガン証券、シティグループ証券、しんきん証券、大和証券、ドイツ証券、東海東京証券、野村證券、バークレイズ証券、 
 ＢＮＰパリバ証券、みずほ証券、三菱UFJモルガン・スタンレー証券（★）、メリルリンチ日本証券、モルガン・スタンレーMUFG証券  
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年限や発行額など投資家ニーズに柔軟かつ迅速に対応して起債する機構独自の仕組み 

（固定利付債に加え、変動利付債やディープディスカウント債の発行実績あり） 

 

 
１２．柔軟な起債運営（FLIP）への取組み 

区 分 
２０１１年度 ２０１２年度 ２０１３年度（２月末） 

備 考 
回数 発行額計 回数 発行額計 回数 発行額計 

年 
限 

３年～１０年 １０ １，０３０億円 １０ １，１６０億円 １０ １，１６０億円  ２０１１年度：最短7年,最長30年（加重平均 12.5年） 
 ２０１２年度：最短6年,最長19年（加重平均 11.6年） 
 ２０１３年度：最短3年,最長30年（加重平均 13.4年） 

１１年～２０年 ４０ １，８１５億円 ３４ １，３２５億円 ３８ １，５２０億円 

２１年～３０年 ３ ９０億円 ０ ０億円 １０ ５００億円 

発 
行 
額 

１００億円未満 ４５ １，７３５億円 ３９ １，４８５億円 ５０ １，９６０億円 
 ２０１１年度：最小30億円,最大200億円 
 ２０１２年度：最小30億円,最大200億円 
 ２０１３年度：最小30億円,最大200億円 

１００億円～２００億円未満 ４ ４００億円 ０ ０億円 ４ ４２０億円 

２００億円以上 ４ ８００億円 ５ １，０００億円 ４ ８００億円 

合 計 ５３ ２，９３５億円 ４４ ２，４８５億円 ５８ ３，１８０億円  



区 分 内 容 
発行体  地方公共団体金融機構 
保証  非政府保証 

発行限度額  ７，０００億円 
通貨   マルチカレンシー 

発行市場   グローバル市場 
準拠法   英国法 
上場  ロンドン証券取引所（規制市場） 

アレンジャー（★） 
及び 

ディーラー 
（アルファベット順） 

 Barclays                  BNP PARIBAS                         BofA Merrill Lynch 
 Citigroup                      Daiwa Capital Markets Europe       Deutsche Bank（★） 
 Goldman Sachs International     J.P. Morgan                                     Mizuho Securities  
 Morgan Stanley                           Nomura                            （計１１社）  

    ■ MTNプログラムの概要 
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※ 発行する債券の通貨、年限、償還期限等は、個別の債券発行の際に決定。 
※ ＢＩＳリスクウエイト 非政府保証外債 （円建て）１０％,（外貨建て）２０％ 
      （注）日本国内投資家向け数値。海外の投資家に関しては各国規制当局の確認による。 

 
１３．外債発行計画と実績 

  ■ 2013年度発行計画・実績（2月末時点）     ■ 2012年度発行実績   5件約26億米ドル ：2,135億円相当  

                                     1件   1億豪ドル ：    98億円相当   

≪ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ債≫ 
市場 通貨 発行額 年限 利率  発行日 条件 

ﾕｰﾛ 米ﾄﾞﾙ 
10億ドル 

（784億円相当） 
5年 1.500% 2012.9.12 MS+73 

ﾕｰﾛ 米ﾄﾞﾙ 
10億ドル 

（906億円相当） 
5年 1.375% 2013.2.5 MS+45 

   ・3件 合計 557百万米ﾄﾞﾙ（445億円相当）  

   ・1件     100百万豪ﾄﾞﾙ（ 98億円相当）  

● 債券発行計画：3,200億円程度 
 
● 発行実績    ：2,208億円相当 

 
 
 
 
 
 
 ・4件 合計 505百万米ﾄﾞﾙ（509億円相当） 
 

 ・1件      100百万豪ﾄﾞﾙ（101億円相当） 
 
  

市場 通貨 発行額 年限 利率  発行日 条件 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ 米ﾄﾞﾙ 
15億ドル 

（1,496億円相当） 
5年 2.500% 2013.9.12 MS+55 

≪ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ債≫ 

≪ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ・ﾌﾟﾚｲｽﾒﾝﾄ債≫ 

≪ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ・ﾌﾟﾚｲｽﾒﾝﾄ債≫ 

≪国内個人向け売出し外債≫ ≪国内個人向け売出し外債≫ 
   ・1件       110百万豪ﾄﾞﾙ（102億円相当）  



(日比谷 市政会館) 

     

     

   資金部資金課 

■住所：〒100-0012 東京都千代田区日比谷公園1番3号 市政会館内 

■電話：03-3539-2696 

■FAX ：03-3539-2615 

■E-mail： shikinka@jfm.go.jp 

■URL：http://www.jfm.go.jp/ 
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連 絡 先 



 当機構の債券発行計画を含めた将来的な見通しは、現時
点で当機構が得ている情報に基づくものであり、潜在的な
リスクと不確実性を含んでいるため、マーケットの動向や
経済状況、法令といった様々な要因により、将来の状況は
今回ご説明した見通しとは異なる可能性があります。その
ため、投資家の皆様におかれましては、慎重に判断し、リ
スク等に十分に留意した上でご購入等されることをお奨め
いたします。 
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ご購入時等の留意事項 
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